
3 

②交付申請書の記入例 

 

提出日 

住民票（個人の場合）又は現在事項証明

書（法人の場合）の住所と一致させる。 

登記事項証明書の住所と一致させる。 

PPA・リースの場

合、申請者は PPA・

リース事業者です。 

PPA・リースの場合は、「申請者以外

の方」で住宅の居住者になります。 

建物の登記簿（全部事項証明書）の表題部に記

載されている登記の日付を転記してください。 

補助額の算定において、太陽光発電設備の出力（kW）は小数点以下を切捨てた値が採用されます。

す。 
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補助額の算定において、「蓄電容量(kWh)×5 万円/kWh」と「補助

対象設備の経費の 1/3」のいずれか低い方が採用されます。 

補助額の算定において、「補助対象設備の経費の 1/２」

と「上限（高効率給湯機器：30 万円、ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃ

ﾑ：80 万円）」のいずれか低い方が採用されます。 

（例）以下のスケジュールの場合の記載例 

工事契約日：令和 8 年 5 月 20 日 

工事着工日：令和 8 年 7 月 1 日 

工事完了日：令和 8 年 7 月 2 日 

支 払 日：令和 8 年 7 月 10 日 
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補助対象設備や住宅の販売・施工業者等に

申請を委任することが可能です。 


